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障害種別の経験

社内の支援体制等
の環境整備

求人の申込みに向
けた準備など募集
や採用活動の準備

採用・雇用計画の
策定

法人としての経験

当該事業所内にお
ける職務の創出・
選定

社内での障害者雇
用の理解促進

障害者雇用推進体
制の構築

経営陣の理解促進

左記の業務に従事（実施者）左記の業務に従事（責任者）・障害者の職場実習受入れ先とし
て、毎年特別支援学校の生徒を受
入れています。その中で、当社へ
の就労希望者に対しては、複数回
の実習を通して適性を見極め就労
につなげています。
・合同面接会への参加

左記の業務に従事（実施者）左記の業務に従事（責任者）障害者サポートリーダーを企業在
籍型職場適応援助者（社内ジョブ
コーチ）に養成するとともに、
各部署に支援担当者(生活相談員)
を配属し、日常的に支援していま
す。

左記の業務に従事（実施者）左記の業務に従事（責任者）

【過去３年間における実績】
　●援助の件数
　　　６件（各年度２件）

　●支援業種
　　　セミナー講師

　●具体的な支援内容
　　　独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構栃木支部主催
　　　「障害者職業生活相談員資格認定講習」にて講話
　　　テーマ「障害者雇用事業所における事例」
　　　　障害者雇用の経緯、目的、雇用が定着するまでの事例をもとに、
　　　　障害者雇用に対する理解促進を図る。

※（表面）1で、「対象障害者の一連の雇用管理に関する援助の業務についての実績を有する法人」を
選択した場合は、下記の各項目について記載してください。

採用後の雇用管理
や職場定着等

※事業運営責任者または事業実施者を複数名登録する場合は、２名以降の経験については別紙へ記載し
てください。

経
験
年
数
等

事業実施者の経験事業運営責任者の経験

左記の業務に従事（実施者）左記の業務に従事（責任者）社内における雇用管理は主に総務
が担っています。
また、多くの障害者社員が支援機
関のサポートを受けており、何か
あった際には企業在籍型職場適応
援助者や人事が支援機関担当者に
相談や当事者へのフォローを依頼
する等連携することで定着を維持
しています。＊過去３年間に採用
した障害者の定着率　100%

・特別支援学校・就労移行支援事
業所との連携
・ハローワーク求人登録（障害者
採用枠）
・合同面接会への参加

左記の業務に従事（実施者）左記の業務に従事（責任者）障害者を中心とする部門「敬愛工
房」から敬愛の二文字をとってオ
リジナルブランド「KEIAI」を立
上げ、お客様の幅広いニーズに応
えるべく付加価値の高い商品作り
に取組んでいます。
また、これに加え新たな部門「オ
ンデマンドチーム」を創設しオン
デマンド印刷によるオリジナル性
の高い商品作りに取組んでいま
す。

左記の業務に従事（実施者）左記の業務に従事（責任者）全体集会・社内報等にて、代表自
ら障害者雇用の方針や理解促進の
メッセージを発信しています。
また、各部署の生活相談員に対し
定期的な社内研修を実施し、理解
促進に努めています。

従業員は全て人財であるという考
え方を基本とし、障害者も健常者
も同一職場で共に働き得る環境作
りに努めています。
また、特別支援学校・就労移行支
援事業所への見学会に参加する
等、障害者雇用に対する理解促進
を図っています。

常務取締役　総務部部長・障害者
雇用推進者として、左記の業務に
従事（責任者）

企業在籍型職場適応援助者として
左記の業務に従事（実施者）

総務部長を障害者雇用推進者に選
任し、企業在籍型職場適応援助者
及び各部署の生活相談員を核に、
障害者の職場実習受入れ・障害者
雇用に関する見学の受入れ等、随
時対応できる体制をとっていま
す。2021年3月「もにす認定」

左記の業務に従事（実施者）

30 18 10

左記の業務に従事（責任者）

具体的な一連の雇用管理に関する 援助の業務または実務の経験


